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写真4 行政情報例⑴     写真5行政情報例⑵ 

⑶その他 
スマートバス停の利便性では、「特に感じない」が8％、「不便」

が 6%であったが、こうした回答をされた方の自由意見は、「屋

根の下に接近情報があると良い」のほかに、「スマートバス停の

情報はスマートフォンで見れるので不要」との声があった。実際、

国際興業のＨＰでは、バス停を入力すると、「バスの接近情報」

と同じように、到着予想時間が表示されることから、スマートフ

ォンを活用する方は、改めてスマートバス停で情報を得る必要は

ないことがわかった。 
4.2 考察 

 上記の調査結果から、路線バス利用者の多くは、バス停に「バ

スの接近情報」を求めているが、「スマートバス停」は、バス待

ちの列からは見づらい位置に設置されていることから、自由意見

でも改善要望があった。 
 ところで、バス停は、一般的にはバス事業者の財産としてバス

事業者が関係機関へ申請して設置する仕組みとなっているが、デ

ジタルサイネージ付きバス停を道路の進行方向に垂直に設置す

ることは、自動車運転者への影響等から課題も多い。そこで、今

後の設置に当たっては、バス待ちの先頭ではなく、中間の位置に

設置するなど、多くの利用者が見える位置に設置するなどの検討

が必要となる。 
 「行政情報」については、回答者の 3/4 が「見ない」状況で、

自由意見でも「不要」との声があった一方で、その効果を認める

声もあった。そもそも、区の行政情報のうち、広報紙やホームペ

ージ等は、区民らが情報を得るために主体的に行動するものであ

るが、スマートバス停の「行政情報」は、バスの情報を得るため

の行動に伴った情報となる。 
 この情報については、目にした区民の方が、改めて広報紙で内

容を確認することや自ら行動を起こす、といった効果が期待でき、

媒体として重要な役割を果たせると考えられることから、区では、

今後も継続して取り組んでいきたい。なお、この情報は、現在は

十数秒で切り替わる仕組みとなっていることから、自由意見にも

あった通り、一瞬で理解できる最低限のわかりやすい情報とする

工夫も必要である。 
  

５．おわりに 

 「行政情報」の調査に当たり、今回、画面を「見る」「見ない」

の聞き取り調査としたが、「全く見ない」方が半数いたことから、

この枠に「行政情報」があることを認知していない可能性も考え

られる。そこで、スマートバス停のサイネージには、「行政情報」

枠があることを知ってもらうといった視点で情報を作成するこ

とも求められる。 
 また、自然災害等における「防災・災害情報」も重要な行政情

報であるが、現在、スマートバス停への行政情報の表示は、区が

情報を作成したうえで、所有者である国際興業に依頼しており、

緊急時の情報発信については未対応となっている。そこで、こう

した情報も含めて、スマートバス停の行政情報発信の仕組みにつ

いて研究していきたい。 
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１ はじめに 
1.1研究の背景 

東京都内の公共交通は､人口密集地における効率的な移動手

段として､民間の交通事業者や都営交通による広域的な公共交通

に加えて､地方自治体が主体となって運行する地域循環バス､所

謂､コミュニティバス等によって公共交通サービス網が形成され

ている｡ 
しかしながら､2019 年の新型コロナウイルス感染症の感染拡

大によって､外出の自粛やテレワークの推進など人々の日常生活

の移動ニーズに変化が生じ､公共交通の利用者が減少するととも

に運賃収益の悪化を引き起こした｡ 
また､近年では､少子高齢化による生産年齢人口の減少によっ

て新たな人材確保が困難となっていることや､自動車運転業務の

労働時間規制改正､所謂､運輸業界の 2024 年問題も影響し､運転

手不足が非常に深刻な状況となっており､公共交通の運行本数の

削減や路線廃止が懸念されている｡ 
1.2研究の目的 

上記のような状況において､地方自治体が主体となって運行

する地域循環バスは､地域の特性に応じた柔軟な移動手段として､

公共交通網を補完し､地域住民の移動を支えながら運行を継続す

ることが求められている｡ 
本研究では､東京都内の地域循環バスの運行実態を把握し､運

行の持続可能性の確保や今後の展開の可能性について探ること

を目的に､地方自治体における公共交通政策の更なる公共交通サ

ービスの向上について考察する｡ 

 
２ 調査方法と内容 

調査方法として､2024 年 11 月に東京都内の 62 自治体の公共

交通政策担当に対して､電子メールによるアンケート調査を実施

した｡主な調査項目として､東京都内の地域循環バスの運行実績､

運行内容の見直しの有無､運行を継続する上での課題の有無､運

行の継続における対応の必要性の評価､広域的な連携の必要性に

関する調査を行った｡ 
 
３ 調査結果 

東京都内の 62 自治体のうち､アンケートの回答数(回答率)は､

56件(90%)で､回答の集計を行った結果､次のことがわかった｡ 
 The current status of local circular bus services in Tokyo and 
the need for future measures  

(1)地域循環バスの運行の有無 
 地域循環バスの有無について､｢運行している｣の回答が 47 件

(83%)と最も多く､次に｢運行していない｣の回答が 7 件(13%)で､

｢運行したが､廃止した｣と｢運行したが､廃止し､その後再開した｣

が1件(2%)となっている｡ 
地域別に見ると｢運行している｣および｢運行したが､廃止し､そ

の後再開した｣と回答した48自治体のうち､｢区部｣が20件(42%)､
｢市町村部｣が 26 件(54%)､｢島しょ部｣が 2 件(4%)と､｢市町村部｣

で多く運行していることが分かった｡ 
また､｢運行していない｣および｢運行したが､廃止した｣と回答

した 16 自治体のうち､運行していない理由として最も多く挙げ

られたのが｢財政負担が厳しいから｣が5件(31%)であり､次に｢住

民からの要望がないから｣が 3 件(19%)､続いて｢上位計画等で位

置付けがないから｣と｢需要が見込めず採算性が担保されないか

ら｣が2件(13%)であった｡｢その他｣の回答が4件(25%)あった｡ 

 
図 1 地域循環バスの運行の有無 

 
(2) 運行にあたって苦労した・苦労している点の有無 
 地域循環バスを運行していると回答があった48自治体のうち､

運行にあたって苦労した・苦労している点について､最も回答が

多かったのが｢利用促進に向けた広報活動｣と｢バス停の設置に伴

う地元住民との調整｣が 24 件(50%)であり､続いて､｢運行予定地

域の地元住民の要望への対応｣が 23 件(48%)､｢関運行予定のな

い地元住民への説明(不公平感への対応)｣が 19 件(40%)であった｡ 
SHIBATA Keita, MISHOYAMA Kuniaki 
KAMIYAMA Hajime 
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運行している

運行したが、廃止した

運行したが、廃止し、
その後再開した
運行していない

区部 市町村部 島しょ部 合計
運行している 19 26 2 47
運行予定がある - - - -
運行を検討中である - - - -
運行したが、廃止した - - 1 1
運行したが、廃止し、その後再開した 1 - - 1
運行していない 2 1 4 7 (件) 
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地域別に見ると､｢区部｣においては､広報活動に苦労している

との回答が最も多いことから､利用者数の向上を課題と捉えてい

る自治体が多いことが分かった｡また､｢市町村部｣においては､地

元住民への調整や対応を必要とする項目の回答が多い傾向にあ

ることが分かった｡ 

 

 
図 2 地域別に見た運行にあたって苦労した点・苦労している点 

 
(3) 地域循環バスの運行を位置付けた計画策定の有無 
地域循環バスの運行を行っていると回答があった48自治体に

おいて､地域循環バスの運行を位置付けた公共交通に関する計画

の策定について､｢策定している｣が 25 件(52%)と｢策定していな

い｣の23件(48%)を上回る数字となった｡ 
地域別に見ると､策定している 25 自治体のうち､｢区部｣が 12

件(48%)､｢市町村部｣が 13 件(52%)､｢島しょ部｣が 0 件(0%)と､

｢市町村部｣が比較的多く計画を策定していることが分かった｡ 

 
図 3 地域別に見た運行を位置付けた計画の有無 

 
(4)運行内容の見直しの有無 
地域循環バスを運行していると回答があった48自治体のうち､

運行内容の見直しを行っている自治体は 41 件(85%)であり､行

っていない自治体は 7 件(15%)であった｡運行内容の見直しを行

っている自治体のうち､最も多く見直しを行っている項目として

｢運行ルート｣の 33 件(80%)であった｡次に｢運行時間｣の 30 件

(73%)で､続いて｢運行本数｣の見直しは 29 件(69%)回答があった｡ 
また､運行内容の見直しを行っている41自治体のうち､新型

コロナウイルスの感染が拡大した2020年以降に運行内容の見

直しを行っている自治体が33件(81%)であり､2020年以降に運

行内容の見直しを実施している自治体が多いことが分かった｡ 

  

 
図 4 項目ごとの運行内容見直しの実施件数と実施時期 

 
(5) 運行を継続する上での課題 
 地域循環バスの運行を行っていると回答があった48自治体に

おいて､運行を継続する上で課題だと捉えていることについて､

自由記述による回答の中で最も多かった回答が､｢運転手不足(運
転手の確保)｣が 28 件(58%)であり､次に｢利用者数｣および｢利用

促進｣に関する意見が 11 件(23%)､続いて｢収支｣と｢運行経費(コ
スト)｣が 8 件(16%)､｢(自治体)負担額｣が 4 件(8%)､｢車両の更新｣

が2件(4%)であった｡ 
表1の結果から､｢区部｣､｢市町村部｣ともに､｢運転手不足｣を課

題と捉えている自治体が多く､｢市町村部｣においては､｢運行経費

の削減｣や｢収支率の改善｣､｢自治体の負担額｣といった金銭面で

課題を抱えている自治体が｢区部｣よりも多いことが分かった｡ 
表 1 運行を継続するうえでの課題 

 
 
 (6)運行を継続する上での対応の必要性における評価 
 地域循環バスを運行している 48 自治体における､運行の継続

にあたっての対応の必要性に関する問いについて､各自治体から
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5 段階評価の回答を得た。このうち､最も必要性が高かった項目

は､｢運行事業者の運転手不足｣であり､｢A｣の早急な対応が必要

である、および｢B｣の対応する必要があると回答した自治体の合

計が 36 件(75%)あった｡次に対応の必要性が高い項目は､｢利用

促進活動｣であり｢A｣および｢B｣の回答の合計が 32 件(67%)､続
いて｢運行経費の削減(自治体の負担額の軽減)｣の｢A｣および｢B｣
の回答の合計が31件(65%)であった｡ 
 また､回答のうち｢A｣および｢B｣の回答数を比較すると､｢運転

手不足｣への対応は､｢A｣の回答が｢B｣の約 4 倍あることから､緊

急性が特に高いものと認識されており､｢利用促進活動｣や｢運行

経費の削減(自治体の負担額の軽減)｣への対応においては､｢B｣の
回答が｢A｣よりも多いことから､緊急性が高くないものと認識さ

れていることが分かった｡ 

 

 
図 5 運行の継続における対応の必要性 

 

(7)運行の評価基準の有無 
 地域循環バスを運行していると回答があった48自治体のうち､

地域循環バスの運行を評価する基準について､｢基準がある｣と回

答した自治体が 23 件(48%)､｢基準はない｣と回答した自治体が

25件(52%)であった｡ 
また､｢基準がある｣と回答した自治体のうち､令和 5 年度の運

行実績が｢全ての評価基準を満たしている｣と回答した自治体が

11 件(23%)あり､｢一部の評価基準を満たしている｣と回答した自

治体が1件(2%)､｢全ての評価基準を満たしていない｣と回答した

自治体が 8 件(17%)､｢判断基準を満たしているか不明｣の自治体

が3件(6%)であった｡ 
図 6 の結果から､東京都内の自治体において､運行継続にあた

っての評価基準の有無に地域差はなく､運行基準を定めている自

治体のうち､約半数が運行基準を満たしていることが分かった｡ 
 

 

 
図 6 運行を継続するうえでの判断基準を満たしているか 

 
(8) 広域的な連携の必要性 
 東京都内の自治体間における公共交通政策の広域的な連携の

必要性について､｢広域的な連携を図る予定はない｣の回答が 21
件(38%)と最も多く､次に｢近隣の市区町村への乗り入れをすで

に行っている｣の回答が 17 件(30%)､｢乗り入れや共同運行のほ

か､今後更なる広域的な連携を図りたい｣の回答が 9 件(16％)で
あった｡ 
また､広域的な連携を図る上で､課題になると思われる点につ

いて､最も回答が多かったのは｢ルート設定などネットワークの

構築｣の35件(63%)であり､続いて｢既存路線バスとの調整｣が32
件(57%)で､｢共有運行などにおける役割分担｣が 27 件(48%)で､

｢市区町村間の情報の共有化｣が25件(45%)であった｡ 
図 7 の結果から､｢市町村部｣や｢島しょ部｣においては｢広域的

な連携を必要としていない自治体が多く､｢区部｣においては､す

でに広域的な連携を実施している自治体が多いことが分かった｡ 

  

 
図 7 広域的な連携の必要性の有無 

①運行経費の削減（自治体の負担額の軽減）
②運行事業者の運転士不足
③地域住民が運行に主体的に関わるための環境づくり
④地域活性化などまちづくりとの連携
⑤利用促進活動
⑥周辺市区町村との広域的な連携
⑦住民要望への対応

25%

60%
4%

4%

15%

6%

40%

15%

21%

23%

52%

21%

44%

15%

8%

13%

21%

23%

25%

27%

10%

8%

46%

46%

8%

31%

21%

8%

8%

17%

6%

2%

23%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

A 早急な対応が必要である
B 対応する必要がある
C 対応を検討したい
D 将来的に対応を検討したい
E 対応の必要はない

区部 市町村部 島しょ部 合計
全ての判断基準を満たしている 5 6 ー 11
一部の判断基準を満たしている ー 1 ー 1
判断基準を満たしていない 4 4 ー 8
判断基準を満たしているか不明 1 2 ー 3
判断基準はない 10 13 2 25

11
1

8
3

25

全ての判断基準を満たしている
一部の判断基準を満たしている
判断基準を満たしていない
判断基準を満たしているか不明
判断基準はない

区部 市町村部 島しょ部 合計

① 近隣の市区町村への乗り入れをすでに行っている 9 8 ー 17

② 近隣の市区町村への乗り入れを行っていきたい 2 2 ー 4

③ 近隣の市区町村との共同運行をすでに行っている ー 1 ー 1

④ 近隣の市区町村との共同運行を行っていきたい 2 ー ー 2

⑤ 乗り入れや共同運行のほか、今後更なる広域的な連携を図りたい 4 5 ー 9

⑥ 広域的な連携を図る予定はない 5 11 5 21

⑦ その他 3 2 2 7

9
2

2
4
5
3

8
2

1

5
11

2
5

2

0 5 10 15 20 25

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

区部 市町村部 島しょ部

A B C D E 

N=48 

(件) 

(件) 

N=56 

 

― 313―



2024 年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2025 年 3 月  

4 
 

４ 本調査から得られた知見 
本調査の結果から次のことがわかった｡ 

(1) 運行事業者の運転手不足の深刻化 
東京都内で地域循環バスを運行していると回答があった自治

体において､｢運行事業者の運転手不足｣について対応の必要性の

評価では､｢早急な対応が必要である｣と回答した自治体が6割い

ることから､新型コロナウイルスの感染拡大や運輸業界の 2024
年問題など社会情勢の変化によって､急速に運転手不足が深刻化

していることが分かる｡ 
また､運行を継続する上での課題について､地域別の回答をみ

ても､区部と市町村部との回答数に大きな差はないことから､運

転手の不足は都内における全体的な問題であることが分かる｡ 
(2) 利用促進活動と運行経費の削減の課題 
 地域循環バスの運行継続における課題として､｢運行事業者の

運転手不足｣に続いて多く挙げられたのは､｢利用促進活動｣であ

り､運行にあたって苦労している点として｢利用促進に向けた広

報活動｣と答えた自治体が約半数であったことからも､都内にお

いて利用促進に向けた広報活動の必要性を感じている自治体が

多いことが分かった｡ 
また､運行の継続における課題として､複数の自治体から自由

記述による回答の中で､多く挙げられた単語として､｢収支｣や｢運

行経費｣､｢負担額｣があり､特に市町村部における回答に多いこと

から､市町村部においては、区部以上に運行における財政的な課

題を抱えており、｢利用促進活動｣に関する対応の必要性の高さに

もつながっていることが考えられる｡ 
一方で､対応の必要性の評価において､｢利用促進活動｣や｢運行

経費の削減(自治体の負担額の軽減)｣の項目は､｢A｣の早急な対応

が必要であるとの回答よりも､｢B｣の対応する必要があると回答

をした自治体が多くあることから､対応の緊急性は運転手不足ほ

ど深刻化していないと考えられる｡ 
(3) 広域的な連携の必要性 
 地域循環バスを含めた公共交通政策の広域的な連携について､

区部においては､｢すでに近隣の市区町村への乗り入れを行って

いる｣と回答した自治体が多く､市町村部においては､｢すでに広

域的な乗り入れを行っている｣と回答した自治体があるものの､

｢広域的な連携を図る予定はない｣と回答した自治体が最も多か

った｡また､島しょ部においては､離島という地形上､｢広域的な連

携を行う予定はない｣という意見が多かった｡ 
この結果から､都内において､必要性を感じている自治体はす

でに広域的な連携や取り組みを実施している一方で､連携の必要

性を感じていない自治体も多くあり､今後の広域的な連携の推進

の検討にあたっては､近隣の自治体と綿密に取組の必要性につい

て意識の共有を図っていくことが必要であると考える｡ 

５ おわりに 
これまでの調査結果を踏まえると､自治体が主体となって運行

する地域循環バスの課題として､従来から指摘されていた運行経

費の削減や利用促進活動などは引き続き重要な問題であるもの

の､社会情勢の変化により､今後も運転手不足が地域循環バスの

運行継続における最も深刻な課題であると考えられる｡ 

運行事業者においては､運転手の待遇改善や労働時間の柔軟化

といった対策が考えられるが､各自治体においては、地域循環バ

スの運行本数や運行時間といった運行内容の見直しを実施する

ことも､運行事業者の負担を軽減するための対策の１つとして考

えられる｡ 

このような状況の中で､自動運転バスの先行導入を推進するた

め､2024年から2025年にかけて､東京都が主体となって都内3箇

所で自動運転バスの実証実験が行われており､将来的には､地域

循環バスへの自動運転技術の導入といった技術的なアプローチ

によって､運転手不足を解決することが期待される｡ 

また､これまでは路線バスを運行している事業者が、自治体と

委託契約や運行協定等を締結することにより、地域循環バスの運

行を支えてきたが､運転手の不足が続く中で､地域循環バスの特

性を踏まえ､地域住民が主体となって運転手や事務員を募り、地

域の｢互助｣によって公共交通を運行することも､運転手不足に対

する１つの解決策として挙げられる。 

今後は､各自治体における地域循環バスの利用促進活動や運行

の効率化に加えて､運行事業者への財政的な支援や､地域住民に

公共交通の現状を理解してもらうための取り組みが一層求めら

れる｡ 
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